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公務員連絡会秋季闘争第1次中央行動
人事院勧告を上回る賃金引下げは絶対許さない！～公務員連絡会

○十分な交渉・協議と合意を、○定年延長の意見申出実現、○非常勤職員の育休法適用を

公務員連絡会は9月28日、２０１０秋季闘争第１次中央行動として、全国から８００人の仲間が参加し、中央集会を開催するとともに、総務省交渉と支援行動を行った。　

この行動は政府が人勧を超える給与引下げも含めて検討していると伝えられる厳しい情勢の中、①十分な交渉・協議と合意に基づく人勧取扱い方針の決定、②人勧を無視した一方的給与引下げ反対、③段階的な定年延長の意見の申出実現、④非常勤職員の育児休業法適用などの要求実現を求めて実施したもの。
　この中央行動を背景として行われた総務省との交渉で人事・恩給局長は、「人勧尊重の立場にたち、職員団体の意見に配慮し、誠意をもって検討する」などの見解を示した。
＜人事・恩給局長との交渉結果＞　
冒頭、吉澤事務局長が、8月10日に総務大臣に提出した人事院勧告等に関わる要求内容について、検討状況を質したのに対し、村木局長は次のとおり答えた。
(1) 政府は、国家公務員の給与改定に当たっては、従来から、労働基本権制約の代償措置の根幹をなす人事院勧告制度を尊重するとの基本姿勢に立って検討を行ってきているところである。一方、現下の厳しい経済社会情勢や、国の財政状況を踏まえれば、国民の理解を得るためにも、公務員給与については、厳しい姿勢で臨むことが求められており、勧告の取扱についてこのような観点も踏まえ検討すべきとの意見もある。引き続き、関係閣僚で検討し、政府部内で意見調整をせねばならない状況だ。いずれにせよ、総務省としては、本年度の給与改定に当たっても、職員団体の意見を十分伺いつつ、誠意をもって検討を進めてまいりたい。事務方としては、人勧尊重の基本姿勢に基づいて検討すべきという姿勢で政務にも説明していきたい。
(2) 本年の「国家公務員の育児休業等に関する法律の改正についての意見の申出」は、非常勤職員も育児休業等の取得を可能とすることを内容とするものであり、職員の職業生活と家庭生活の両立の支援に資するものであると考えている。政府としては、人事院の意見の申出を踏まえ、必要な法律案を検討してまいりたい。
(3) 平成20年6月に成立した国家公務員制度改革基本法においては、雇用と年金の接続の重要性に留意して、再任用制度の活用の拡大を図るための措置や定年の段階的引き上げの検討を行うこととされている。また、本年6月に閣議決定された退職管理基本方針においても、今後の検討課題として、雇用と年金の接続の観点から、定年の段階的延長について、民間の状況も踏まえて検討を進めることとしている。
定年延長の検討に当たっては、国家公務員制度改革推進本部が基本法に基づき総合的に検討しているところであり、総務省としても関係機関と連携しながら、政府全体として取り組んでまいりたい。

(4) 公務員の労働基本権については、国家公務員制度改革基本法第12条を受け、国家公務員制度改革推進本部の下に置かれた労使関係制度検討委員会において、国民に開かれた自律的労使関係制度の措置へ向け、昨年末に報告書がとりまとめられたところである。労働基本権の回復の具体的内容の検討及び次期通常国会に向けた関係法律の改正については、担当大臣がその方針を申し上げたところであり、今後の作業は国家公務員制度改革推進本部事務局を中心に行うものと考えられるが、総務省としても協力してまいりたい。
○回答に対し、公務員連絡会側は、次の通り、さらに局長の見解を質した。
(1)　本年の人勧をめぐり、50歳台後半層の給与引下げ、定年延長、非常勤職員の育児休業、労働基本権の問題などについて労使で議論を深めたいと考えているが、いずれも政治側の判断によるところが大きい。事務方としては人勧尊重の立場で対応するということなので、政務三役に理解してもらうようお願いしたい。
(2)　今後のスケジュールの見通しについて教えていただきたい。
(3)　閣法または議員立法で人勧と異なる法案を出すことについて考えを伺いたい。
○これに対し村木局長は、次の通り考え方を示した。
(1)　総務省としては、人勧は労働基本権の代償措置と認識しており、人勧尊重の立場で対応する。
(2) 今後のスケジュールについては、11月30日までに改正法を上げなければ人勧に基づく給与の引下げもできなくなり、政府の責任も問われる。政務レベルにおいてもこうした認識を持っており、検討を精力的にすすめている。最終的には給与関係閣僚会議で決定されるが、早急に政府としての考え方をまとめなくてはならない。過去の歴史からしても、国会における一定の審議等を考慮しても、10月の中下旬が取扱い方針決定のひとつの目安となるのではないかと考えている。
(3) 過去において、昭和57年の人勧凍結は臨時異例の措置としてやむを得ないとして合憲となった例がある。このときは人勧尊重の姿勢は貫いたうえで例外中の例外を認めたものと理解している。議員立法の可否については、政府のわれわれの立場で言えることではない。
以上のように、村木局長からは、総務省として人勧尊重の姿勢で対応するとの見解の表明はあったものの、人勧取扱いの具体的な方向性が示されなかったことから、最後に吉澤事務局長が、「本年の人勧取扱いについてめざす方向は労使で同じと思っている。スケジュールも迫っているので、8月10日の要求内容についての明確な回答を10月13日には大臣からお願いしたい」と強く要請したのに対し、村木局長が「ご要望は承った」と答えたことから、これを確認し、交渉を締めくくった。
県人事委員会支部代交渉自治労県職労発言

　私は自治労県職労の幸崎です。職場は福祉施設の三浦しらとり園です。自治労県職労を代表して私から何点かについて発言いたします。

　まず申し上げたいのは、人事委員会の立ち位置です。私たち公務員は、憲法で保障されている労働基本権が制限されており、人事委員会はその代償機関として存在しているはずです。つまり、人事委員会は、単なる第三者機関ではなく、公務労働者の賃金・労働条件を維持・向上させるために存在していることを確認したいと思います。

　次に賃金についてです。さる8月10日人事院は公務員給与が民間給与を０．１９％上回っているとして国家公務員の給与を引下げ、併せて、期末・勤勉手当を０．２月分引下げる勧告を行いました。

　これは、2年連続の月例給、一時金の削減で、特に一時金は、昨年すでに０．３５月引き下げられており、もし、今年０．２月引き下げられれば、年間で4か月を下回る大幅な引き下げとなり、私たちの生活を直撃します。

　一方、人事院が同時に示した「地域別の民間給与との較差」によれば、2年連続で関東甲信越地域の較差はプラスです。今年は国も天下り禁止等で年齢構成が高くなっていると聞いていますので、昨年のように「国と比べて神奈川の年齢構成が高いためにマイナス勧告になる」ということは、今年はありえないと考えます。

プラス1.08％の東京を含んでいるとはいえ、関東甲信越地域の平均がプラス0.28％であれば、神奈川においては今年こそプラス較差が当然出るはずであり、月例給の引き上げ勧告を職員は大いに期待しているところです。

　また、神奈川県の職員は昨年4月から月例給の３％がカットされています。民間給与と比較を行う場合は、当然カット後の現実に支給されている給与との比較を行うべきです。

さらに、人事委員会の勧告によらないこのような給与削減について、公務員の労働基本権制約の代償機関である人事委員会として、県当局に対して明確な意見表明をすべきです。

また、人事院は今年の勧告において、「民間賃金との較差を埋める手段」として、行政職1表6級以上で56歳以上の職員の月例給を一律1.5％カットするとの勧告を出しました。

これは、これまで人事院が基本としてきた職務給の原則とも相反する考え方で、私たちからすればいわれのない年齢差別であり、公務員連絡会、自治労としても到底容認する立場にはありません。当然神奈川県人事委員会においては、このようなこれまでの人事委員会制度を否定する勧告は行わないと確信しておりますので、くれぐれも職員の信頼を裏切られないよう賢明な判断をお願いいたします。

　次に、総労働時間の短縮です。この間、職員は恒常的な長時間過重労働によって疲弊しきっています。その結果、過労死やメンタルヘルス不全が多発しており、時間外勤務の縮減は喫緊（きっきん）の課題です。

　現在、当局は「残業ゼロ革命」として、超過勤務の削減に取り組んでいますが、業務量の削減が進んでいなかったり、必要な人員が配置されないことから、忙しい職場ほど労働時間短縮が進んでいません。

人事委員会はその職務を深く自覚し、実効性のある労働時間短縮に向けて知事に対して必要な人員の確保等、具体的な意見具申を行うべきです。

　次に、臨時的任用職員、非常勤職員の雇用、賃金・労働条件改善です。大幅な人員削減の中で、多くの臨任・非常勤職員は、職場で重要な業務の担い手となっています。現在の職場では臨任・非常勤職員を抜きに業務は成り立ちません。一方でその賃金・労働条件は常勤職員と大きな格差があります。

また、多くの臨任・非常勤職員は、毎年雇用不安を抱えながら働いています。

非正規雇用問題が大きな社会問題となっている中で、ここ数年、人事院においても、こうした公務における非正規職員の雇用・労働条件について、改善の動きがあります。国とは実態が異なるところもありますが、神奈川県人事委員会においても、公務における非正規労働者の安定雇用と労働条件改善に向けてその役割を果たされるよう強く要請いたします。

　次に、障害者雇用の課題です。神奈川県においては1980年に障害者雇用がスタートし、30年を迎えました。現在では、知事部局においては県の目標である障害者雇用率3％を達成し、多くの障害者が県の様々な職場で活躍しています。

　一方で、初期に採用された職員は高齢期に達しています。加齢により当初は想定できなかった様々な課題が出てきています。障害のある職員が定年まで生き生きと働き続けられる環境の整備について、人事委員会として検討いただくよう要請いたします。

　最後に、今年の県人事委員会勧告において、職員が希望を持って働けるような勧告がなされることを強く要望して発言を終わります。

自治労県本部青年部スキルアップ講座

○日　時：10月16日（土）13時～16時

○会　場：自治労県本部（市営地下鉄坂東橋駅）

○内　容：講演（横粂衆議院議員）、分散交流会
※参加希望者は自治労県職労まで連絡を

自治労臨時・非常勤等職員の均等待遇と雇用安定を求める決起集会

○日　時：10月24日（日）13時～16時

○会　場：東京「都市センターホテル」

※参加希望者は自治労県職労まで連絡を

お待たせしました！
自治労県職連合恒例

地引網

○日　時：10月23日（土）11時から

○場　所：藤沢市鵠沼海岸「殿網」

　　　　（江ノ島水族館海側）

○参加費：家族2,000円

　　　　　単身1,000円










